
平成２７年度決算 概要版

新地方公会計制度による財務書類を公表します

総務省において平成26年４月に固定資産台帳の整備と複式簿記の

導入を前提とした財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示さ

れました。

これを受け平戸市では、平成27年度決算分から「統一的な基準」

に基づく財務書類を作成しました。

Ｎ　Ｗ　概　要
　純資産とは、行政サービスを提供するための
財産を取得した資産のうち、現世代までに負担
が済んでいる資産のことで、貸借対照表の「純
資産の部」について、１年間でどのように変動し
たかを表すものが純資産変動計算書となりま
す。
　このうちの純経常行政コストは「行政コスト計算
書の純経常行政コスト」、本年度末純資産残高
は「貸借対照表の純資産合計」とそれぞれ一致
します。
（一般会計等分析）
　平成27年度末の純資産は、統一的な基準へ
の移行に伴い前年度末から302億７千６百万円
増の1,196億２千３百万円になりました。平成27
年度は、純行政コストに231億６千９百万円か
かったものの、市税や地方交付税及び地方譲
与税等の税収等は177億１千３百万円、国庫支
出金及び都道府県支出金等が50億６千２百万
円であったため、当年度の収入で純行政コスト
を賄うことができなかったことになります。

Ｐ　Ｌ　概　要
　行政コスト計算書では、１年間の行政サービス
のうち、どのような性質（人件費、物件費、補助
金等など）の費用がかかったのか、またその行
政サービスの提供に対する使用料や手数料と
いった受益者負担がどの程度あったのかを把握
することができます。
（一般会計等分析）
　平成27年度の経常費用は232億３千３百万円
となっており、性質別に見ると社会保障給付や
補助金等などの移転費用が41.1％を占め、業
務費用のうち物件費が42.9％、人件費が14.4％
となっています。
　今後、高齢化等に伴い社会保障給付が増加
し、国民健康保険特別会計、介護保険特別会
計及び後期高齢者医療特別会計など他会計等
への支出額が増加すると予想されることから、職
員数の更なる適正化や公共施設の統廃合、各
種補助金の見直しなど経常経費の削減に努
め、引き続き、行財政改革の推進と財政運営の
安定化を図っていく必要があります。

『市民一人あたり』では・・・
　

　財務書類の数値を、市民一人あたり
に換算すると右のようになります。
（H27年度末人口：32,985人）

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結

資　産 4,651 5,281 5,444

負　債 1,024 1,453 1,524

純資産 3,627 3,828 3,920

行政コスト 702 985 1,059

Ｃ　Ｆ　概　要
　歳計現金(資金)の出入りの情報を、性質の異なる
３つの区分に分けて表示した財務書類です。
　会計年度末における現金の残高を表すため、４つ
の財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成さ
れており、その期末資金残高に歳計外現金の期末
残高を加えたものが貸借対照表の現金預金と一致
します。
（一般会計等分析）
　行政サービス提供の収支である業務活動収支は
47億３千５百万円の黒字、資産形成や投資、貸付
金などの収支である投資活動収支は40億６千４百
万円の赤字となりました。この結果、業務活動収支
（支払利息支出を除く）と投資活動収支から求めら
れる「基礎的財政収支」は、12億９千６百万円の黒
字となりました。
　一方、市債の収支である財務活動収支について
は、３億２千６百万円の赤字となりました。これは、大
型建設事業が終了したことに伴う地方債発行収入
の減少と平成19年度から継続して実施している任
意繰上償還による地方債償還支出の増加によるも
のです。この結果、本年度の資金収支額は３億４千
５百万円の黒字となり、本年度末資金残高は６億３
千百万円となりました。

普通会計

水道事業会計

病院事業会計

交通船事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

農業集落排水事業特別会計

宅地開発事業特別会計

あづち大島いさりびの里事業特別会計

電気事業特別会計

駐車場事業特別会計

工業団地事業特別会計

長崎県市町村総合事務組合

長崎県後期高齢者医療広域連合

北松北部環境組合

平戸市振興公社

㈱生月ウインドエナジー

㈱田平風力発電所

㈱的山大島風力発電所

一般会計等

全体

連結

Ｂ　Ｓ　概　要
　住民サービスを提供するために保有している財産
（資産）と、その財産をどのような財源（負債・純資
産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した財務
書類です。表内の資産合計額（表左側）と負債・純
資産合計額（表右側）が一致し、左右の均衡がとれ
ていることからバランスシートとも呼ばれています。
(一般会計等分析）
　統一的な基準に移行した結果、一般会計等の資
産総額は1,534億１千６百万円で、前年度と比較し
て約311億３千百万円増加しました。
　このうち、固定資産台帳の整備に伴う有形固定資
産の再評価による影響額は281億９千７百万円で
す。
　一方で、負債総額は33７億９千３百万と前年度と
比較して約８億５千５百万円の増加となりました。
　主な要因は、各種引当金の増加や、統一的な基
準移行に伴う預り金（歳計外現金）の計上によるも
のです。


